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略語表 

略語 正式名称 日本語名称 

BIMA PT Berkah Industri Mesin Angkat - 

BJTI 
PT Berlian Jasa Terminal Indonesia 

- 

DGST Directorate general of sea transportation 海運総局 

EII PT Equiport Inti Indonesia - 

FMC Full Maintenance Contract フルメンテナンス契約方式 

GLC Gantry Luffing Crane 
ガントリーラフィングクレーン（水平

引込クレーン） 

JC Jib crane ジブクレーン 

HMC Habour mobile crane ハーバーモバイルクレーン 

IDR Indonesian Rupiah インドネシア・ルピア 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JICT Jakarta International Container Terminal - 

JPPI PT Jasa Peralatan Pelabuhan Indonesia - 

JV Join Venture 合弁会社 

MTI PT Multi Terminal Indonesia - 

Pelindo PT Pelabuhan Indonesia (Persero) - 

PMP PT Prima Multi Peralatan - 

PTP PT Pelabuhan Tanjung Priok - 

QCC Quay Container Crane クウェイコンテナクレーン 

RMGC Rail Mounted Gantry Crane レイルマウントガントリークレーン 

RTGC Rubber Tire. Gantry Crane ラバータイヤガントリークレーン 

SPJM Pelindo Solusi Logistik - 

SPMT Pelindo Multi Terminal - 

SPSL Pelindo Jasa Maritim - 

SPTP Pelindo Terminal Petikemas - 

TEU Twenty-foot Equivalent Unit 20 フィートコンテナ換算 

TPK KOJA Terminal Petikemas Koja - 

TSMC Total Solution Maintenance Contract - 

VMS Vendor Management System ベンダー管理システム 
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I. 事業計画書 

1. 自社戦略における本調査の位置づけ 

（１）経営計画、海外展開方針 

近年、日本国は少子高齢化や人口減少により、海運業の成長において鈍化傾向にある。

今後このような状態で、弊社おべ工業株式会社（以下、おべ工業）が得意としている国内

港湾クレーン事業の大幅な拡大は難しい。そこで近年急速に経済が発展し、クレーンメン

テナンス技術を必要としているインドネシアに事業展開を図る。 

インドネシアは、17,000 余りの大小様々な島からなる海洋国家であり、海運業がその経

済発展に重要な役割を持っている。今後、海運業及びそれに関連した港湾クレーンの稼働

量は増大していくと考えられるため、弊社の技術を活かして商機を見出したいと考えてい

る。 

短期的（1 年以内）には、駐在員事務所を設立し、本社から駐在員を派遣しながら、イ

ンドネシアの経済環境や、商習慣に慣れることから始めたいと考えている。中期的（1～3

年）には、後述する事業パートナー達と協力しながら、顧客候補からクレーンメンテナン

スや部品製造・修理等の受注を獲得していきたいと考えている。そして長期的（5 年）に

は、クレーンの受注を目指したいと考えている。 

 

（２）本 JICA事業と海外展開方針の位置づけ 

本事業は、弊社の海外展開戦略の上で、必要な情報収集や関係構築を行う調査期間とし

て重要な役割を持つ。中小企業単体での、現地パートナーや顧客候補へのアクセスは課題

が多く、弊社単独では現地情報（港湾のメンテナンス状況・クレーンの状態、事業進出に

関する法律、インドネシアのクレーン需要など）も入手困難である。その意味でも JICAか

らの支援は、これを助けるものと考えている。 

顧客のニーズに適したメンテナンス技術や商品を提供し、弊社技術の有効性を確立する

ためには、本事業を通じて、海外事情に詳しい JICAやコンサルタント等のアドバイスを得

て、現状を実際に見て調査する必要がある。また JICAがこれまで信頼関係を築いてきた、

インドネシア政府・自治体・関連業界等のパートナーを紹介していただくことで、より詳

細な情報やニーズを収集し、インドネシアへのクレーン市場のビジネス展開に向けて、安

定的な受注機会の創出を行うことができる。 

 

（３）インドネシアにおける開発課題及び自社の展開戦略 

現在、インドネシアにおいては、港湾クレーンの故障が円滑な海上輸送の妨げとなって

いる。そこで弊社が得意とする、クレーンメンテナンス・修理・製造、予防保全技術の提

供を提案し、問題解決を図る。今後はクレーン販売ビジネスにも展開し、港湾クレーンの

性能向上に繋げ、海上輸送効率化への貢献を目指す。 

 

（４）製品・サービスによって解決できる開発課題の事例 

① 古いクレーンのため、部品の供給が困難で修理が行えないようなクレーンを調査・分
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解し、代替部品に交換を行い、クレーンの延命に貢献。 

② 定期点検時に駆動ギヤボックスからの異音を発見し、内部部品のベアリングの破損を

発見し交換工事を行い、重大故障を未然に防ぐ。 

③ 港湾での荷役中に、急停止したクレーンの原因が制御盤内の部品故障にあることを究

明し、在庫部品を使用して交換工事を行い、速やかに荷役を復旧。 

④ これらのサービス提供により、クレーン休止期間及び、クレーン更新が減り、「荷役

量増加」「修繕・更新費用削減」等、荷役作業効率化に貢献。 

 

2. 市場環境 

2.1 市場規模・推移 

2.1.1業界構造 

（１）港湾及びクレーンの業界構造 

① 港湾の概要 

政府系港湾は 1,241 箇所で、うち政府系港湾運営会社のペリンド（PT Pelabuhan 

Indonesia (Persero)）が運営する商業港は 111箇所。政府系港湾はメインポート、ハブポ

ート、フィーダーポートの 3つに分類される。 

 

表 1：インドネシアの港湾の分類（2015 年） 

種類 港数 

ペリンド運営の商業港 111 

公営の非商業港 1130 

政府系合計 1241 

専用港（民間） 914 

総計 2155 
 

種類 港数 

メインポート 33 

ハブポート 217 

フィーダーポート 990  

政府系合計 1241 
 

注：ペリンド運営の商業港には、ペリンドと民間の JV 運営港等も含む 

出所： Ministry of Transportation, DGST 

 

 
図 1：インドネシアの政府系港湾の分類（2015 年） 

出所：Ministry of Transport, DGST 
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上記の政府系港湾の分布は下図の通り。メイン港とハブ港が全国各地に分布する。 

 
図 2：インドネシアの政府系港湾の分布（2015 年） 

出所：Ministry of Transport, DGST 

  

 インドネシアの港湾で取り扱う貨物は、タイプ別に見ると、下図に示すように、ドライ

バルク、液体バルク、一般貨物、コンテナに分類される。全貨物の約半分はドライバルク

で、その大部分は石炭であり、石炭は物量的には最大の貨物である。主要な石炭のターミ

ナル（専用港）は民間によって運営されており、カリマンタンに多い。 

 

図 3：タイプ別の港湾取扱貨物量とその分布 

出所：Ministry of Transport, DGST 
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 液体バルクは、全貨物の 2 割程度を占め、その大部分は石油系の貨物であり、一部にパ

ーム油を含む。 

 

貨物全体（コンテナ、一般貨物、バルク）の取扱量の上位港湾としては、ベンジャルマ

シン（南カリマンタン）、バンテン（西ジャワ）、タンジュンプリオク（西ジャワ）などが

あり、上位 3港の合計国内シェアは約 28％である。最大の港湾でシェア約 13％である。 

 

  

図 4：港別貨物取扱量（単位：千トン, 2022 年） 

出所：Statistik Transportasi Laut 2022 

 

他方、古いデータであるが下表で貨物タイプ別の割合を見ると、ほとんどがドライバル

クを取り扱っている港湾もあれば、タンジュンプリオクのように大部分がノンバルクの港

湾もある。 
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表 2：主要港のタイプ別貨物取扱量（2009 年） 

 

出所：OECD Reviews of Regulatory Reform INDONESIA (2012) 

 

次に古いデータであるが下表でコンテナ貨物の取扱量の上位港湾を見ると、タンジュン

プリオク（西ジャワ）、タンジュンペラク（東ジャワ）、ベラワン（スマトラ）などが挙げ

られ、コンテナ取扱量で最大のタンジュンプリオクは単独で 5 割近いシェアを持っている。

上位 3港湾の合計シェアは約 74％で、集中が進んでいる。 
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表 3：港別コンテナ取扱量 

（単位：千 TEU, 2009 年） 

 

出所：OECD Reviews of Regulatory Reform INDONESIA (2012) 

 

主要なコンテナ港を運営主体別に見ると、コンテナ取扱量のシェア約 5 割を占めるタン

ジュンプリオクにおいてはペリンドのシェアは 5−10％に留まり、民間（ペリンドと民間の

JV 含む）が 9 割を超えるシェアを取っている。他方、タンジュンペラク等は 100％ペリン

ドの運営となっている。 

 

表 4：主要コンテナ港の運営主体 

 
出所：T20 INDONESIA “MAINTAINING AND ENCOURAGING PRIVATE SECTOR PORT 

INVESTMENT THROUGH SUSTAINABLE PPP ARRANGEMENTS” (2022)  
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タンジュンプリオク港では、区画（ターミナル）ごとに別々の会社が運営をしている。

大きく分けて、ペリンドと民間が合弁会社を作り運営をする場合と、Terminal009 のよう

にペリンドが運営する場合、そしてペリンドの子会社から民間へ委託して運営しているケ

ースがある。 

 

図 5：タンジュンプリオク港の民間 JV ターミナル群の場所（非公開） 

出典：Google map を用い、JICA 調査団が作成 

  

これらのターミナルのオペレータの体制を整理すると、民間運営の港には自社のメンテナンス部

隊がおり、港におけるメンテナンスを担当している。大きな港では、マンパワーとして、メンテナンス

のためのエンジニアを外部から補充（外注）している。また、これら港オペレータのメンテナンス部隊

は、競争入札に参加することによって、JPPIや他民間港のメンテナンス業務も受注している。 

 

② ペリンド保有クレーンの概要 

ペリンドの傘下には、Sub-Holding Pelindo Jasa Maritim というサブ持株会社があり、

1)Equipment、2)Marine Service、3)Port Serviceと 3つの事業を行なっている。クレーン

の管轄は Equipment 事業に含まれており、JPPI、BIMA、EII、PMP という 4 社のメンテナン

ス事業を行う子会社がある。これら 4 社は今後統合予定であること、またおべ工業の現地

協力会社がジャカルタ周辺に立地することから、本件では 4 社のうちジャカルタに事業拠

点を持つ JPPI を主要な分析対象とする。下表に JPPI がメンテナンス対象とするクレーン

の種類と数を示す。ただし、RTGC（ラバータイヤガントリークレーン）は量産品であり、

おべ工業のメンテナンス対象でないため、下表ではカウントしていない（RTGC（220 台）

を含めると 376 台）。他 3 社について詳細な情報が得られていないが、EII は 511 台（RTGC

含む）をメンテナンス対象としており、4社全体で約 1,500−2,000台と推定している。 

 

表 5：ペリンド傘下の JPPI のメンテナンス対象クレーンの数 

会社名 QCC GLC JC 合計 

JPPI 110 24 22 156 

出所：2023 年 7 月の JPPI へのヒアリングに基づく 

注：QCC：クウェイコンテナクレーン、   

GLC：ガントリーラフィングクレーン（水平引込クレーン）、 

JC：ジブクレーン 

 

メンテナンス 4社は旧ペリンドⅠ〜Ⅳに対応して地域的な分業を行っていたが、2021年のペリ

ンド全体の組織再編に伴い、2024年度に 4社も合併する方針である。 
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図 6：旧ペリンド I〜IV の管轄エリア 

出所：ペリンドホームページ 

 

  

図 7：新ペリンドの管轄エリアと港湾設備数 

出所：2023年 7月ペリンドとの打合せに基づく 

注：Region1 は 204 台、Region2 は 492 台、Region3 は 599 台、Region4 は 510 台。 

 

（２）メンテナンス業界 

①ステークホルダー関係図 

クレーンメンテナンス業界のステークホルダー関係を下図に示す。メンテナンス・修理

業務の発注者は基本的に国営（ペリンド）もしくは民間の港湾運営会社である。ペリンド

の場合、メンテナンス・修理を行う子会社があるため、主にそれらの子会社に発注する。

ただし、メンテナンス子会社は自身だけで全てのメンテナンス・修理業務を実施できない

ため、ベンダーと呼ばれる外注先から部品・材料やサービスを購入する。ペリンドにベン

ダー登録されている企業は 700 社以上ある。部品などのサプライヤーや高度のメンテナン

ス業務を行う企業、クレーンメーカーも含まれる。クレーンのメンテナンス・修理の対象

部分としては、駆動装置（駆動モーター・ギヤボックス・ワイヤードラム）、消耗部品（ワ
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イヤーロープ、ブレーキパッド、車輪等）、制御盤等の電子部品、給油、摩耗測定等がある。 

 

 
図 8：クレーンメンテナンス業界のステークホルダー関係図（顧客候補と参入位置） 

出所：JICA 調査団作成 

 

2.1.2 市場規模 

（１）現在の市場規模（メンテナンス市場） 

①前提 

インドネシアのクレーンメンテナンス・修理の市場は、港湾関連、鉄鋼関連、物流関連

など多岐の部門にわたる。しかし港湾関連のクレーン数、特にペリンドが関与する政府系

港湾のクレーンの数だけでも 1,500〜2,000台はあると見られ、弊社が対象とする市場とし

て既に十分に大きいため、本報告書で港湾関連のメンテナンス市場に限定とする。ここで

は主に、ペリンド傘下のメンテナンス会社である JPPIが担当するクレーン 156台およびコ

ンテナ貨物の過半を取り扱うタンジュンプリオク港における民間 JV運営港湾 5−6 箇所を対

象とする。 

 港湾関連のクレーンメンテナンス市場の規模としては、政府系港湾運営会社がペリンド

傘下の設備メンテナンス担当子会社（JPPI 等 4 社）に発注する金額および民間港湾運営会

社が発注する金額の合計として捉えることにする。政府系港について、ここでは JPPIを中

心に分析するが、メンテナンス 4社全体の規模については JPPIの分析結果を 4倍すること

でおおよその規模を推定するものとする。 

 

②JPPIの売上とベンダーへの支出 

JPPI はメンテナンス・修理以外の事業（エンジニアリング・設置等）も行っているが、

主要な事業はメンテナンス・修理業務であるため、ここでは簡略化のため JPPIの売上を以

てJPPIのメンテナンス・修理受注額の近似値とみなす。下図はJPPIの近年の売上を示す。

1円＝100インドネシアルピアとすると、JPPIの近年の売上は 2017年が 9億円、2021年が

27億円である。 
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図 9：JPPI の売上の推移欄 

出所：JPPI Annual Report 

 

以上の JPPI の売上に対して、JPPI の材料費と外注費（ビジネスパートナー協業費）は

下図の通りである。材料(交換部品等)もベンダーから購入する可能性があると仮定した場

合、ベンダーへの支出の最大値は、下図の材料費と外注費の合計と解釈出来る。この合計

額は 2021年時点で計 18億円程度と言える。 

 

図 10：JPPI のベンダーへの支出（億円） 

出所：JPPI Annual report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

2.1.3 推移（成長性） 

（１）過去の市場の成長率 

インドネシアの近年の経済成長率は、コロナ期の落ち込みを除けば、下図の通り約 5％

である。 
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図 11：近年のインドネシアの経済成長率 

出所：インドネシア統計局(2023) 

 

コンテナ貨物の成長率は、下図の通り、今後 5％程度と予想されている。なお、コンテ

ナ貨物取扱において、ペリンド（民間との JV含む）のシェアは 98%である。 

 

 
図 12：インドネシアにおけるコンテナ貨物の成長率 

出所：BCG, BCG Analysis for the Pelindo Master Plan 2021-2025 

 

非コンテナ貨物の成長率は、下図の通り、今後 5.2％程度と予想されている。なお、非

コンテナ貨物取扱において、ペリンドのシェアは 15%である。 
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図 13：インドネシアにおける非コンテナ貨物の成長率 

出所：GTA Forecasting, ISH Market, Pelindo 2023 RKAP Expose 

 

（２）将来予想される成長率 

以上の通り、インドネシアにおける経済成長率、短期的将来のコンテナ・非コンテナ貨

物の成長率が約 5%であるため、港湾クレーンの数も同等で成長することが予想される。さ

らにクレーンの数とメンテナンス市場の規模は相関すると考えられるため、クレーンメン

テナンス成長率も同様に約 5％と予想してよいと思われる。ただし、JPPI の売上は上述の

ように年率約 31％で急速に成長している。その背景として、JPPIのメンテナンス対象の主

要設備は 2018〜2020年にかけて急速に増加している。 

 

 

図 14：JPPI のメンテナンス対象設備の推移 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

注：政府系以外の設備は除く。ただし、2018 年には同一報告書内で 68 台と 88 台の 2 つの数字

があり、カウントした月の違いによるものか、別の原因か定かでない。 
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2.2 競合動向 

2.2.1 既存の競合企業（メンテナンス） 

（1）メンテナンス会社（ベンダー） 

JPPI と取引関係がある主要なベンダーは下表の 11 社等である。JPPIの主要なベンダー毎の取

引額は不明であるが、各社に対する買掛金残高は下表の通りであるため、取引規模の相対的な大

きさが示唆される。2018 年では A 社（非公開）の金額が最大であるが、同社に聞き取りを行った結

果、ペリンドの倉庫にコネクレーン製の天井クレーンの納入があったことからと判明した。3 位の B

社（非公開）に関しては、同社の姉妹会社である C 社（非公開）が、中国製のディーゼル稼働のク

レーンを電気とのハイブリッド稼働にする改修工事を行った時のものと思われる。ただし、年によっ

てこれらの企業はかなり変わるため、下表はあくまでベンダーの一部と理解すべきである。他の年

の主要ベンダーリストを見ても、総じてメーカー自身がベンダーとして登場することがほとんどない。 

 

表 6：JPPI の主要ベンダー別の買掛金残高（百万円）  
2019 年 2018 年 

1) D 社（非公開） 38 31 

2) A 社（非公開） - 76 

3) B 社（非公開） 3 16 

4) E 社（非公開） 12 0.3 

5) F 社（非公開） 11 - 

6) G 社（非公開） 10 1 

7) H 社（非公開） 8 12 

8) I 社（非公開） 7 21 

9) J 社（非公開） 23 33 

10) K 社（非公開） 17 1 

11) L 社（非公開） - 12 

12) その他 252 267 

合計 381 472 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

これら企業の多くはスペアパーツ等を調達するサプライヤー会社であり、必ずしもクレ

ーンメンテナンスを行っているわけではない。なお、民間ターミナルオペレータに対して、

より高度なクレーンメンテナンスを行う競合他社という意味では、M 社（非公開）や N 社

（非公開）といった港運営会社の子会社であるエンジニアリング会社が競争相手になるこ

とが見込まれる。ただし、これらの企業でも対応出来ないより高度な（ハイエンドな）メ

ンテナンス業務については、クレーンメーカーの役割となる。 

 

（2）クレーン製造メーカー 

クレーンメーカーは一般的に保証期間の間は自社で製造したクレーンのメンテナンス・

修理を行うのでメンテナンス会社でもあると言える。インドネシアの港湾にクレーンを納

品している主要なメーカーは複数あるが。ただし、インドネシアの港湾クレーンの分野に

おいて他社クレーンのメンテナンスまで積極的に展開している企業の情報は得られなかっ
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た。 

 

表 7：インドネシア市場における港湾用クレーンの製造企業（非公開） 

出所：各社ホームページ 

 

2.2.2 各社の市場シェア（メンテナンス） 

JPPI の外注額におけるベンダー各社のシェアを、2018 年、2019 年の買掛金の合計値を

もとに推計した（下表）。クレーンメーカーである A社（非公開）が 1位、メンテナンス・

部品サプライヤーである D社（非公開）が 2位であった。 

 

表 8：JPPI の外注額におけるベンダー各社のシェア 

社名 各社のシェア 

1. A 社（非公開） 9% 

2. D 社（非公開） 8% 

3. O 社（非公開） 7% 

4. I 社（非公開） 3% 

5. H 社（非公開） 2% 

6. B 社（非公開） 2% 

7. J 社（非公開） 2% 

8. E 社（非公開） 1% 

9．P 社（非公開） 1% 

10. F 社（非公開） 1% 

11. G 社（非公開） 1% 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

3. ターゲット顧客・ニーズ 

3.1 ターゲット顧客 

3.1.1 港湾関連クレーン運営企業 

本件のクレーンメンテナンス事業の顧客候補は、インドネシアの主要な港湾ターミナル

運営企業と主要なメンテナンス・修理会社である。政府系港湾においては、各港湾の所有

者やクレーンの所有者ではなく、ターミナルを運営する企業が主にメンテナンス契約の意

思決定を行っている。メンテナンス契約の意思決定に所有者がどの程度関与しているかに

ついては、今後更に確認をしていくべきである。主要なメンテナンス・修理会社はペリン

ドの傘下の子会社であるため、弊社としてはターミナル運営企業から直接受注を目指す場

合、ペリンドの傘下のメンテナンス子会社と競合することとなる。そのため、弊社は当面

はこの競合ではなく、ペリンドの傘下のメンテナンス子会社の下請け（ベンダー）として、

彼らが不得意とするメンテナンス・修理業務（例えば大規模な修繕）を受注することを想

定する。このため、ターゲット顧客は、ペリンド傘下のメンテナンス 4 社、特にそのうち

の 1社である JPPIを想定する。下記では、まずペリンドの組織を分析し、JPPIの位置づけ
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を明確にし、その調達システムを分析する。 

 他方、民間のターミナル運営企業（ペリンドとの合弁企業含む）については、ペリンド

傘下のメンテナンス子会社に必ずしも発注しておらず、外資を含む民間メンテナンス会社

に外注・提携している。そのため、民間のターミナル運営企業はおべ工業の顧客候補にな

ると想定される。 

 また、民間メンテナンス企業も、規模が大きい場合は、おべ工業が下請けになる可能性

もあり、顧客となる可能性がある。 

 

① ペリンド 

ペリンドの概要・歴史を下表に示す。ペリンドの株主は 100%インドネシア政府であり、

国有企業である。 

 

表 9：ペリンドの概要 

名称 Pelindo （PT Pelabuhan Indonesia: Public Port Corporation＝政府系港湾公社

（港湾運営管理者）） 

管轄上位官庁 運輸省 Ministry of Transportation、海運総局 Directorate General of Sea 

Transportation（DGST）、国営企業省 Ministry of State-Owned Enterprises of 

the Republic of Indonesia 

関係省庁 港湾管理事務所 Port Administration Office（ADPEL（行政上の港湾管轄者）） 

歴史と経緯 1983 年｢インドネシア（以下、イ）｣国政府は国家所有の 9 港湾会社を 4 つの

公共港湾会社に改組した。1991 年に 4 つの公共港湾会社は、有限責任会社

の地位をもつペリンドの I〜IV に変更された。インドネシア全国を 4 つの地域

に分け、ペリンドの I〜IV 各社はそれぞれの地域を担当した。2021 年にペリ

ンドの I〜IV は統合され、持株会社としてのペリンドとなった。ペリンドが設置

されていない港湾については、港湾事務所(KAMPEL：DGSTの直轄の港湾事

務所(Port Office))が設置され、港湾保安や港湾運営、浮標・灯台などの設置

や維持管理の業務を行っている。政府系港湾会社(ペリンド)は、1992 年の海

運法 No.21 が設立の根拠。海運総局 DGST の管轄下にあり、港湾区域内水

路の維持管理、埠頭の所有と港湾の運営管理などを業務としている。 

出所：JICA 調査団作成 

 

ペリンドは、2022年において約3,000億円の売上、約3万人の従業員、71箇所の支店、62

社の子会社等を持つ。2019年のコンテナ取扱い数では、世界8位の地位を占め、世界的に有

数な港湾運営会社である。 

 

図 15：ペリンドの港湾運営会社としての世界的地位（8 位）（非公開） 

出所: Drewry maritime research, Annual Report 2019 Pelindo I-IV 

   

  2021 年の全体的な組織改編により下図の通り機能毎に 4 つのサブ持株会社に再編し、多

数の子会社はこれらのサブ持株会社にぶら下がる形となった。一番上に立つ持株会社とし

てのペリンドは、グループ全体の戦略策定、コンセッション（営業権）の管理・付与、地

域的なコーディネションを担当する。サブ持株会社はビジネスオーナー、子会社・合弁会
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社は実際のビジネスのオペレーターの役割を担う。 

 

 

図 16：ペリンドの 4 つのサブ持株会社と略称 

出所：ペリンド 

 

下図は、4 つのサブ持株会社が機能を更に詳細に示す。港湾設備のメンテナンス・修繕

は SPJMの事業範囲に入る。 

 

 

図 17：ペリンドの 4 つのサブ持株会社の担当業務詳細 

出所：ペリンド 

 

 下図にサブ持株会社傘下の小会社・合弁会社を示す。赤枠はメンテナンス子会社 4 社を

示す。 
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図 18：サブ持株会社傘下の小会社・合弁会社 

出所：ペリンド 

注：点線枠（・・・）はペリンドにとって過半出資、破線（- - -）はマイナー出資。子会

社の略称に冠している「R＋数字」は、子会社の活動領域を含む管轄エリアを示す。 

 

サブ持株会社・小会社の支店（ブランチ）の構造・分布はかなり複雑であり、全体的な

理解が難しいが、地域的に区分すると以下のような一覧になる。 

表 10：サブ持株会社・小会社のブランチ（地域別） 

 

出所：ペリンド 

注：Cabang はブランチの意味。例えば、「Cabang Belawan ke SPMT」は「SPMT の Belawan ブラン

チ（あるいはターミナル）」と解釈する。「TPK Belawan ke SPTP」は、「SPTP 傘下の子会社 TPK の
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Belawan ブランチ（あるいはターミナル）」と解釈する。 

 

例えば、下図は SPTP の支店（16 箇所：地図上の茶色丸）および傘下の小会社の支店（7

社：地図上の水色丸）を示す。 

 

 

図 19：SPTP の支店（16 箇所）および傘下の小会社（7 社）のコンテナ取扱数量 

 

 SPTP はコンテナターミナルのオペレータ子会社群を保有し、他方 SPMT は多目的ターミ

ナルのオペレータ小会社群を保有するという分業構造になっている。これらのオペレータ

子会社群は、JPPI等のメンテナンス企業にとっての顧客候補という位置づけになる。 

 

② 民間ターミナルオペレータ 

 多数ある民間ターミナルオペレータのうち、顧客候補になりうる企業群は以下の通り、

大きく 4つのグループに分けることが出来る。 

 

• 外資・大規模コンテナターミナル 

• 伝統的・小規模コンテナターミナル 

• 多目的ターミナル 

• ドライバルクターミナル（石炭ターミナル等） 

 

（非公開記述） 

 

③ 民間メンテナンス企業 

 民間のメンテナンス企業は多数存在しており、大手オペレータから受注しているような

大手のメンテナンス企業などは、規模や実績が十分であれば、おべ工業が高度なメンテナ

ンス業務について下請けをする可能性もある。 

 

3.1.2 港湾関連クレーンメンテナンス企業 
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(１)ペリンド傘下のメンテナンス子会社の概要 

以下に、ペリンド傘下のメンテナンス子会社 4 社のうち JPPIの概要を示す。残り 3社の

概要は巻末の付録 3に掲載する。 

 

①JPPI社の詳細 

名称 PT Jasa Peralatan Pelabuhan Indonesia (JPPI) 

設立年 5 November 2012 

資本金 Rp100.000.000,00 

株主 PT Pelindo Jasa Maritim 99% 

PT Pelabuhan Indonesia Investama (Persero) 1% 

主な業務内容 港湾機器・荷役機械のエンジニアリング、機器の設置・組立、修理、メンテナ

ンス、等 

本社 Head Office, Gedung Rukindo, Lantai 4/4th Floor, Jl. Raya Ancol Baru, Ancol 

Timur, Jakarta Utara 14430 

役員 Mr. Hosadi Apriza Putra, The main commissioner 

Mr. Lukita Dinarsyah Tuwo, Vice-Commissioner 

Mr. Mochammad Imron Zubaidy, Vice-Commissioner 

Mr. Paul July Supatrio, Plt. Main Director and Technical Director of Operations 

Mr. Roy F.H Simanjuntak, Director of Finance & HR 

連絡先 URL https://pelindoportequipment.jppi.co.id/about 

FB : ipcportequipment 

Twitter : @ipc_portequipment 

OFFICE CENTER ： Gedung Rukindo, VVM6+HX6, Ancol, Kecamatan 

Pademangan, Jakarta Utara, Daerah Khusus Ibukota Jakarta, 14430, Indonesia 

Phone: (021) 2243 4285 

Email: corsec.jppi@gmail.com, corpsec@jppi.co.id 

出所：Pelindo JASA MARITIM (JPPI) annual report 2021 より調査団作成 

（為替レート：1IDR 0.009610 (JICA レート 2023 年 11 月度)） 

 

（２）JPPIのメンテナンス契約方式 

次に主要な顧客候補である JPPIのメンテナンス契約方式、調達システム、メンテナンス

対象設備について分析する。 

①メンテナンス契約方式の変遷 

⚫ 2012年：JPPIはペリンドⅡの子会社としてメンテナンス分野で設立。 

⚫ 2013−2017 年：JPPI の主要な活動はメンテナンス契約（pemeliharaan と

perawatan）に基づきペリンドⅡが所有する港湾設備を対象に実施。 

⚫ 2018 年：JPPI のビジネスモデルは、ペリンドⅡの全支店を対象としたフル

メンテナンス契約方式（FMC）に変更。 

⚫ 2019年：FMCから TSMC (Total Solution Maintenance Contract)に変更。

これにより、以前は売上の大部分をスペアパーツ販売が占めていたが、メ

ンテナンス（ランプサム＝一括）販売に切り替わった。またサービス方式

もメンテナンスベースの発注から、パフォーマンスベースの契約に変更に

なった。 
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図 20：JPPI のスペアパーツとメンテナンス修理サービス売上の推移 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

 

②フルメンテナンス契約方式（FMC）の概要 

JPPI は 2018 年より荷役設備メンテナンス業務はフルメンテナンス契約方式を採用

した。FMC の範囲としては、予防保守と事後保守の両方に関する計画、実行、監視、

報告が含まれる。作業機、消耗品、消耗部品、予備品などに関わるメンテナンス活動

を実施する。 JPPIが実施するメンテナンス作業は以下の通り。 

 

⚫ 予防保守 

予防保全は、損傷を防ぐことを目的として作成された手順に基づく定期的（時間ベ

ース）設備保全作業。 

⚫ 事後メンテナンス 

事後保全とは、装置の稼働中に発生した損傷を修理する作業。動作中に損傷が発生

すると、装置の動作が停止するため、直ちに是正措置を講じる。 

⚫ バックログメンテナンス 

検査中に、装置の稼働を停止させない程度の損傷が発見されることがよくある。 

設備の稼働停止を想定し、セキュリティ上の理由から、設備が稼働していない時間帯

（不稼働時間）にバックログメンテナンスを実施し、より深刻な被害を防止する。 

⚫ メンテナンス資材の提供 

メンテナンス活動に必要なすべての資材には、消耗品、重要な部品が含まれる。 

 

③Total Solution Maintenance Contract（TSMC）の概要 

JPPIの Annual Reportでは明確な定義は示されていないが、後述する具体的な TSMC

契約の内容を見ると、メンテナンス活動や現場での運用サポートを実行するために必

要な労働力、消耗品、消耗部品、スペアパーツ、および補助機器の提供を含む契約と
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理解できる。呼び名が変わったものの、TSMCと FMCは基本的には同様にものと理解出

来る。 

 

（３）JPPIの調達システム 

①調達方針 

JPPIは、品質、価格、取引のすべての条件が確実に満足されるようにしながら、国

産製品の使用と国有企業または子会社間のコラボレーションを優先する方針をとって

いる。 

 

②調達ガイドライン 

調達方針は、調達ガイドラインに関する 2021 年 2 月 1 日付の JPPI 長官令

「JHK.01/1/2/1/DIR4/SCM/JPPI-2021」によって裏付けられている。 

 

③ベンダー管理システム (VMS) 

JPPI は、2021 年にサプライヤーを選択するために、ベンダー管理システム(VMS)を

開発した。VMS は、合法性、ビジネス能力、技術的能力、および特定の必須基準を満

たす適合性の観点からサプライヤーを評価するのに役立つように設計された。サプラ

イヤーの選択は権限のある担当者によって決定され、受注者の発表は調達プロセスの

実施を担当する調達オーガナイザーによって行われる。この選択プロセスの目的は、

サプライヤーが確立された基準を満たし、JPPIのニーズに応じて高品質の商品または

サービスを提供できることを確認することとしている。さらに、調達の実施における

完全性を確保するために、このプロセスは公正かつ透明性をもって実行される。 

 

④調達方式の種類 

⚫ General bidding（一般入札） 

⚫ Limited bidding（限定入札） 

⚫ Direct procurement（直接調達） 

⚫ Direct appointment（直接指名） 

 

（４）JPPIのメンテナンス対象設備 

 JPPIの事業所は、2021年時点で下図の通り 11箇所ある。 
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図 21：JPPI の事業所の分布状況 

出所：JPPI の Annual report 

 

（４）JPPIのメンテナンス対象設備数 

JPPIでは全設備を 2 つに大別しており、主要設備「Primary Equipment(Ship to shore 

Crane, Yard Crane)」と補助的設備「Supporting Equipment (Stacking Equipment, 

Lifting Equipment, Prime Mover)」に分けている。その内訳は以下の通り。 

 

表 11：JPPI のメンテナンス対象設備数（2020 年） 

港湾名 主要設備 補助設備 

1 Pontianak 13 47 

2 Palembang 10 57 

3 Teluk Bayur 10 59 

4 Panjang 14 38 

5 Tanjung Priok 27 0 

6 Bengkulu 3 20 

7 Banten 2 12 
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8 Jambi 8 24 

9 Pangkal Balam 2 13 

10 Cirebon 0 14 

合計 89 284 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

ただし、2023年 7月の JPPIへのヒアリングでは下表の通りのタイプ別の設備数内訳を確

認しており、全体数はおおよそ一致するが、主要設備・補助的設備の類別では一致しない

ように思われる。この点は再確認が必要である。 

 

（５）JPPI社の主要顧客 

JPPI の主な顧客は下表の通りで、特に上位 4 社のシェアが高い。他社からの収入は非常

に小さい。 

 

表 12：JPPI のペリンド系顧客別売上高（億円） 

  2019 年 2018 年 

R 社（非公開） 10 10 

S 社（非公開） 5 4 

T 社（非公開） 3 2 

U 社（非公開） 2 - 

その他 - - 

合計（ペリンド系） 21 16 

出所：JPPI Annual Report のデータをもとに JICA 調査団作成 

 

（６）JPPIの主要顧客のメンテナンス対象設備のまとめ（非公開） 

 

表 13：JPPI の主要顧客が運営するクレーン類（非公開） 

出所：非公開 

 

3.2 ターゲット顧客のニーズ（顧客の直面している問題） 

3.2.1 港湾関連企業の課題・ニーズ 

（１）JPPIの課題・ニーズ： 

JPPI 等は小規模な修繕は可能であるが、大規模な修繕は困難である。そのため、大規模

な修繕は日本のおべ工業を含む外資企業に期待している。 

JPPI の抱えている課題の一つとして、クレーンの稼働率の改善が挙げられる。例えば、

下記表は JPPI の Annual Report2021 に記載されている港湾機械（クレーン等を含む）の

「稼働率(Availability Rate)」を各管轄港湾毎に一年間の平均稼働率で示したものである。

これを、より正しく定義すると、「一年間のクレーン（を含む港湾機械）の稼働期間から、

稼働できない期間（故障・修理による停止、定期点検による停止時間、等）を差し引いた

比率、である。この比率を、2019 年～2021 年の 3 年間の Annual Report から、Tanjung 

Priok（ジャカルタ港）における年間平均稼働率を算出すると次のとおり。 
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表 2021年における港湾機器の使用状況と稼働率 

 

出典：JPPI Annual Report 2021 

 

表 Tanjung Priok（ジャカルタ港） の年間平均稼働率（2019～2021年） 

期間 平均稼働率 

2021年 96.19% 

2020年 98.09% 

2019年 93.95% 

3年間平均 96.08% 

出典：JPPI Annual Report 2019-2021より、調査団作成 

 

上記表から鑑みるに平均稼働率は 96%を超えており、それなりに稼働率は高いが、年毎

に数値の上下が見られ、安定していない。また、本数値は非常に高い数値を示しているも

のの、民間港湾の複数社のヒアリングから、JPPI 社の示す数値としては若干高すぎるので

はという指摘もあった（レベルの高い民間港湾でも達成できない数値である可能性）。 

いずれにしろ、この数値から、渡航前に想定していた課題の「故障等の全停止」の発生

については、大規模に発生しているとは言い難く、一部の古いクレーンや現地ローカルの

修理業者が直せない複雑な故障等において、小規模に発生しているものと見受けられる。

実際に、2023年 7月の渡航回で視察した 2基のクレーンも 30年以上が経過しているもので

あり、大型の QCC クレーンにおけるモーターや配電盤の不具合については地元の業者では

直せない、とのことであった。 

この「稼働率(Availability Rate)」を少しでも上昇させることは、JPPI の抱えている

課題に応えることにもなるため、高度かつ複雑な修理等に対しておべ工業の技術力を発揮

することで、稼働率の改善につながるものと見られる。 

 

・KPI指標について 

本完了報告書のロジックモデルにおける KPI 指標（課題の数値化）についても、現状の

直近 3 年間の「平均稼働率 96.08%」を想定し、1 年間に 1%毎でも改善が見られれば、現状

の目標達成値としては顧客にとって十分ではないかと思われる。 
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（２）課題分析（EIIの事例分析）（EIIの内部情報のため、非公開記述） 

 

図 22：EII が対象とするクレーンの損傷部位（非公開） 

出所：2023 年７月の EII との打ち合わせが開示された情報に基づいて作成。 

 

図 23：EII が対象とするクレーンの制約要因（非公開） 

出所：2023 年７月の EII との打ち合わせが開示された情報に基づいて作成。 

 

（３）課題分析（PMPの事例分析）（PMPの内部情報のため、非公開記述） 

 

表 14：PMP の課題（非公開） 

出所：2023 年７月の PMP との打ち合わせが開示された情報に基づいて作成。 

 

4. 製品・サービス概要 

（１）提案製品・技術・サービスの概要 

 弊社は顧客の要望に応じて、港湾での船舶への積み下ろし用、倉庫内の運搬用、造船所

内の製品移動用等、様々な用途のクレーンを、設計・製作・据付・メンテナンスまで、フ

ルオーダーメイドで提供する。特にメンテナンス業務に関しては、弊社製クレーンだけで

なく、国内他メーカーや、海外メーカーの製品にも対応しており、創業 100 年以上の歴史

の中で培った高い技術力で、故障を予防・修繕できる。主なメンテナンス修繕業務内容と

しては、駆動装置（駆動モーター・ギヤボックス・ワイヤードラム）の修繕や交換、消耗

部品（ワイヤーロープ、ブレーキパッド、車輪等）の交換、破損した構造体の補修・修

繕・更新を行う。点検業務としては駆動モーターの点検、制御盤等の電子部品の点検、可

動部の給油、各部摩耗測定等を行う。また、顧客の要望に沿った、保全計画・予備品の選

定・機能改善を提案し、顧客のクレーンの安全性・効率性の向上に貢献できる。巻末の付

録 6にサービス概要をまとめた。 

 

（２）提案する製品・技術・サービスの独自性、比較優位性 

 現在、日本国内で自社製品のみならず、多種多様なクレーンに対応しているメーカーは、

弊社を含め約 3社（弊社を除く 2社は大企業）となっている。 

 弊社は中小企業の利点として小回りと機動性を持ち、顧客のニーズへの臨機応変な対応

が可能。またこれまで製造したフルオーダーメイドクレーンは 1,000 台を超え、様々なタ

イプのクレーンに対するノウハウを有している。経験を生かし社内外品問わず調査を行い、

故障原因を究明し、修繕方法の提案ができる。古くて供給困難な部品や、海外の長納期部

品について、新規製作や代替え部品の提案が可能。さらに、各クレーンのボトルネックと

なる箇所を特定し、メンテナンスを行うことにより、寿命延長が可能。 
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5. フィージビリティ（技術／運営／規制等の実現可能性） 

5.1 技術・価格の現地適合性 （非公開項目） 

5.1.1 過去のメンテナンス契約のケーススタディ 

 

5.2 市場性（非公開項目） 

5.2.1 JPPIのベンダー内でのポジショニング 

 

図 24：メンテナンス会社の相関関係の仮説（非公開） 

出所：JICA 調査団作成 

 

5.2.2 期待される市場シェア（非公開項目） 

 

5.2.3 民間ターミナル運営企業からの受注可能性（非公開項目） 

  

表 15：メンテナンス需要の官・民セクター比較（非公開） 

出所：JICA 調査団作成 

 

5.3 法規制・その他障壁 

5.3.1 クレーン関連の労働法規など 

 インドネシア国内でクレーンのメンテナンス作業する際にコンプライアンス違反を防ぐ

ため、工事・作業・クレーン操作に関する法令の調査を行った。2023 年 7 月の公的規制労

働省との面談においては、同省から安全管理に関する法律群や資格に関しての具体的な説

明が有り、また具体的な関連法規の文書の提供を受けた。以上の作業により、懸念してい

た法令関連の事項が払拭された。 

 

6. 将来的なビジネス展開、ロードマップ 

6.1 事業規模のイメージ （非公開項目） 

 

図 25：おべ工業のインドネシア事業の 3 つの柱（非公開） 

出所：おべ工業株式会社 

 

表 16： 将来の事業規模の目安（非公開） 

出所：おべ工業株式会社 

 

6.2 進出形態・実施体制のイメージ（非公開項目） 

 

図 26：事業実施体制図（非公開） 

出所：おべ工業株式会社 
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6.3 事業化に向けたスケジュール （非公開項目） 

  

表 17：事業化に向けたスケジュール（非公開） 

出所：おべ工業株式会社 

 

6.4 事業化の条件・課題・リスク （非公開項目） 

 

以上 
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II. ロジックモデル 

事業目標 

インドネシアにおいては、港湾クレーンの故障が円滑な港湾荷役や海上物流の妨げとな

っている。そこで、弊社のクレーンメンテナンス・修理、クレーン部品やクレーン本体の

製造を実施することで、故障したクレーンを減少させ、港湾荷役の稼働効率を改善する。

ひいては、海上運輸の取扱量の増加に貢献する。 

 

表 18：裨益者（和） 

 
出所：JICA 調査団作成 

 

 

図 27：ロジックモデル（和） 

出所：JICA 調査団作成 
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表 19：Beneficiaries 

 

出所：JICA 調査団作成 

 

 

図 28：Logic Model 

出所：JICA 調査団作成 
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付録リスト 

 

付録 1：タンジュンプリオク港の主な国際港の概要（非公開項目） 

付録 2：JPPI の主要なベンダーの概要（非公開項目） 

付録 3：ペリンド系メンテナンス子会社の概要 

付録 4：JPPI の主要顧客の概要 （非公開項目） 

付録 5：インドネシアクレーン関連の法規概要（非公開項目） 

付録 6：おべ工業のメンテナンスサービス概要 

付録 7：日本式及びおべ工業の比較優位性（非公開項目） 

付録 8：メンテナンス契約の過去事例（非公開項目） 

付録 9：ペリンド（持株会社）における調達方法 

付録 10：事業パートナー候補企業の詳細（非公開項目） 

付録 11：現地渡航報告書（第 1 回～第 2 回）（非公開項目） 
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付録 1：タンジュンプリオク港の主な国際港の概要（非公開項目） 
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付録 2：JPPI の主要なベンダーの概要（非公開項目） 
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付録 3：ペリンド傘下のメンテナンス子会社の概要（JPPI 以外の 3 社） 

 

①EII社の詳細 

名称 PT Equiport Inti Indonesia (EII) 

設立年 16 January 2012 

資本金 － 

株主 Persero, (Former Pelindo IV, current PT Pelindo Jasa Maritim) 99.29%  

the Pelindo IV Employees Cooperative 0.71% 

主な業務内容 港湾機器・荷役機械の調達、機器の設置・組立・修理・メンテナンス、各種エ

ンジニアリング、製品・部品等の供給、等 

本社 Head Office, Business Park B1 No. 6, Losari, CPI, Makassar, Sulawesi Selatan 

– 90112 

役員 Mr. Yoni Setiawan, The main commissioner 

Mr. Panel Barus, Commissioner 

Muhammad Ayub Rizal, President director 

Mukhammad Anton Efendy, Director of Operations 

Mr. Riyanto, Director of Finance 

連絡先 URL https://equiport.id/ 

Phone: 0411-8002092, 0411-8001649 

Email: info@equiport.id 

管轄港 1 Makassar Site 

2 Bitung Site 

3 Sorong Site 

4 Jayapura Site 

5 Kendari Site 

6 Gorontalo Site 

7 Pantaloan Site 

8 Ambon Site 

9 Manokwari Site 

10 Merauke Site 

11 Kariangau Site 

12 Tarakan Site 

総資産額 

（ 対 前 年 度 成

長率：％） 

Current Asset 

2022 年度：105,766,256,000 IDR 

（約 10 億円）（-8.43%） 

2021 年度：115,512,217,000 IDF 

（約 11 億円）（38.65%） 

2020 年度：83,699,433,192 IDR 

（約 8 億円）（-41.41%）＊コロナ禍のため 

2019 年度：142,877,263,814 IDR 

（約 14 億円） 

3 年間平均成長率：-11.18% 

総売上額 

（ 対 前 年 度 成

長率：％） 

Revenue 

2020 年度：162,679,231,097 IDR 

（約 15 億円）（-36.67%）＊コロナ禍のため 

2019 年度：256,899,656,556 IDR 

（約 24 億円） 

関係取引先 

（ ク レ ー ン 関

（非公開記述） 
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係） 

関係取引先 

（その他） 

（非公開記述） 

その他情報 クレーン購入価格：USD 5,874,000- （約 8.8 億円、1 台あたり 2.93 億円） 

数：3 （非公開記述）units of Rubber Tyred Gantry (RTG) Cranes New 

Purchasing 

購入条件（融資）Loan Period: 7 Years 6 Months (90 Months)、Interest Rate：

For the first year 4,70%, From the second year LIBOR (3months) +4.25% (Bank 

BRI) 

出所：EII HP 及び ペリンド IV の annual report 2020 より調査団作成 

 

EII 社においては、（他の 3 社においても同様と思われるが）港湾クレーンの電化計画

(Electrification)を進めており、未だディーゼルエンジン（ガソリンによる発電機）によ

って動力を得ている古い型のクレーンについて順次電化改装を行うことを目標に置いてい

る。2023年 7月に JPPIを訪問した際にも電化改装の依頼は出ており、こうした背景から、

おべ工業の電化改装技術が強みを持つと思われる。 

 

②BIMA社の詳細 

名称 PT Berkah Industri Mesin Angkat (BIMA) 

設立年 11 November 2015 

資本金 ― 

株主 （旧）PT Berlian Jasa Terminal Indonesia (BJTI) 90%, Pelindo III 10% 

（新）PT Pelindo Jasa Maritim 90%, Port Employees Cooperative 10% (2023 年

9 月～） 

主な業務内容 港湾機器・荷役機械のスペアパーツの調達、機器・港湾施設のメンテナンス

サービス（設備保全、修理、部品の調達・供給・管理、オーバーホール、改

修・改造、設置・解体） 

本社 Head Office, Jl. Perak Timur no 428, Perak Utara, 60165 Surabaya, Jawa 

Timur, Indonesia 

役員 Mr. Andriyuda Siahaan (Main Director) 

Mr. Bayu Setyadi (Director of Operations and Engineering) 

Mr. Arif Widodo (Director of Finance, HR and General Affairs) 

連絡先 URL: https://www.ptbima.id/#footerlink 

Phone: (031) 9909-3444 

Email: info@ptbima.id 

管轄港 1 Tanjung Intan 

2 Tanjung Emas 

3 Bumiharjo 

4 Bagendang 

5 Tanjung Perak 

6 Banjarmasin 

7 Batulicin 

8 Benoa 

9 Lembar 

10 Bima  
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11 Maumere 

12 Tenau Kupang 

総資産額 

（ 対 前 年 度 成

長率：％） 

2022 年度：234,022,019,000 IDR 

（約 22 億円）（成長率 15.38%） 

2021 年度：202,830,021,000 IDR 

（約 19 億円） 

2020 年度：―（調査中） 

2019 年度：109,595,952,000 IDR 

（約 10 億円）（成長率 8.87%） 

2018 年度：83,307,537,000 IDR 

（約 8 億円） 

出所：Pelindo Annual Report 2022、Pelindo III annual report 2020, 2019 をもとに調査団作成 

 

BIMA におけるクレーンや港湾機械の「整備・エンジニアチーム（タスクフォース）」は、

以下のような形で機械や電装などにチーム分けされており、幅広い課題に対応しようとし

ていることが伺える。 

 

図 29：BIMA の整備・エンジニアチーム 

出所：BIMA 社ホームページ 

 

③PMPの詳細 

名称 PT Prima Multi Peralatan (PMP) 

設立年 February 6, 2019 

資本金 － 

株主 （旧）ペリンド I 99%, 他 1% 

（新）PT Prima India Logistik (PIL) 99%, PT Prima Multi Terminal (PMT) 1% 

主な業務内容 港湾機器・荷役機械のメンテナンス・修理、等 

本社 Head Office, Komplek Cemara Asri, Jl. Boulevard Raya No.28AF, Kec. Percut 

Sei Tuan, Kab. Deli Serdang, Sumatera Utara, Medan, Indonesia 20371 
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役員 Mr. Hendri Indra (Director) 

連絡先 URL: ptpmp.co.id 

FB : https://www.facebook.com/primamultiperalaatan/ 

Instagram: https://www.instagram.com/primamultiperalatan/ 

Phone: +62 811-679-900 

Email: primamultiperalatan@gmail.com 

管轄港 アチェ、北スマトラ、リアウおよびリアウ諸島を含む 4 つの州のエリア 

べラワン港、クアラ タンジュン港、等 

総資産額 

 

2022 年度：67,850,590,000 IDR 

（約 6.5 億円）（成長率 0.50%） 

2021 年度：67,512,708,000 IDR 

（約 6.4 億円）（成長率 140.27%） 

2020 年度：28,098,000,000 IDR 

（約 2.7 億円）（成長率 113.70%） 

2019 年度：13,148,000,000 IDR 

（約 1.2 億円） 

3 年間平均成長率：84.82% 

出所：ペリンド本社（Perusahaan Perseroan）annual report2022、Pelindo 1 financial report 2020 よ

り調査団作成 
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付録 4：JPPI の主要顧客の概要（非公開項目） 
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付録 5：インドネシアクレーン関連の法規概要（非公開項目） 
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付録 6：おべ工業のメンテナンスサービス概要 

おべ工業のメンテナンスサービスの概要は以下の通り。 

 

表 20：おべ工業サービス概要 

 
弊社が得意とする 

「ダブルリンク式水平引込クレーン」製造 

 
各種クレーン製造業許可数 

クレーン主要構造部は、ほぼ社内にて製作 

 
自社製造率 91％ 

 
港湾クレーンでは、主にジブクレーン、 

橋形クレーンを得意とする。 
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自社工場① 国領工場の詳細 

 
自社工場② 多喜浜工場の詳細 

出所：おべ工業株式会社 

 

 

表 21：おべ工業メンテナンス事例 

 
メンテナンス事業例① 

 
メンテナンス事業例② 
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メンテナンス事業例③ 

 
メンテナンス事業例④ 

出所：おべ工業株式会社 
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付録 7：日本式及びおべ工業の比較優位性（非公開項目） 
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付録 8：メンテナンス契約の過去事例（非公開項目） 
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付録 9：ペリンド（持株会社）における調達方法 

 

ペリンド本社におけるクレーン等の調達方法について、同社のウェブサイトにもとに以

下に説明する。 

 

・調達ページ 

ペリンド本社の HP（https://www.pelindo.co.id/）に行くと、中央上に、Pengadaan と

有り、これは英語の Procurement（調達）を意味する。 

 

 
図 30：ペリンドホームページ画面① 

出所：ペリンド本社ホームページ 

 

こちらをクリックすると、次の画面、Eprocの画面に移る。 

 

 
図 31：ペリンドホームページ画面② 

出所：ペリンド本社ホームページ 
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ここでは、ポップアップ画面で、登録（register）を勧めてくる。これまでの調査では、

外国企業においても登録は可能との意見が主であるため、登録自体に問題はないと思われ

る。本画面では、調達入札に必要な情報（製品の仕様や価格）を手に入れることができる

ため、ここで様々な入札情報に接しておけば、本入札過程を経ない顧客からの要望が来た

としても、本入札仕様に基づいて製品を用意することで、先方の対応が変わってくると思

われる。この画面では、左端を右クリックあるいは左クリックすることで、ポップアップ

画面が消え、サイトの中のボタンを触ることができるようになる。 

 

次の画面、 

 
図 32：ペリンドホームページ画面③ 

出所：ペリンド本社ホームページ 

 

Biddingのボタンを押し、虫メガネのマークのSearchで探したいもの（ここではCrane）

を入力すると、関連したリストが表示され、実際の各製品の入札情報の個別ページに入れ

るようになる。 

 

一例として、次の画面の入札情報（QCCクレーンの入札）、 
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図 33：ペリンドホームページ画面④ 

出所：ペリンド本社ホームページ 

 

これは、ジャカルタ港（Kojaポート）における、QCCクレーンの入札情報である。 

 

下に情報をスクロールしていくと、推定落札価格（上限）として、 
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図 34：ペリンドホームページ画面⑤ 

出所：ペリンド本社ホームページ 

 

3台の QCCクレーンについて、USD29,501,433（日本円：約 44億円、1台あたり 14.69億

円。（1USD＝149.419 円 JICA レート 2023 年 11 月度））が示されている。実際の入札では、

この価格を超えない範囲で、応札価格を提示する必要があるだろう。 

 

別の一例としては、 

 
図 35：ペリンドホームページ画面 

出所：ペリンド本社ホームページ 
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4台の RTGクレーンとして、USD7,967,675（日本円：約 12億円、1台あたり 2.97億円）が

示されている。 

 なお、本入札サイトについては、下記のマニュアル（全 10ページ）が示されており、登

録方法が理解できるようになっている。 

 
図 36：ペリンド入札マニュアル 

出所：ペリンド本社ホームページ 

 

一方で、このようなオフィシャルな入札方法に留まらない、現場での根回しや、実績の

示し方もまた実際の取引の現場では必要であると思われる。 

②関係資料 

次の資料は、同サイトからダウンロードできるペリンド本社の 2023 年度の全体調達計画

（調達予算）であり、各 Region（ペリンド I-IV 及び JPPI、EII、BIMA、PMP の管轄エリア

におおよそ準拠）毎の調達予算が把握できる。 
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表 22：ペリンド本社の 2023 年度の全体調達計画（調達予算） 

 

 
出所：ペリンド本社ホームページ 

 

また、下記については、ペリンドの子会社の一つである BIMA社の調達の手順である。下

記の情報から得られる示唆は、「クレーン部品等に不具合が発生し、交換が必要となった場

合、まず在庫部品の確認が行われ、次に在庫部品が無ければ新たに発注が成される。」とい

う点である。すなわち、これらの会社において部品受注にて参入しようとすれば、まずは

在庫部品の納入というところから参入することが極めて重要である、という点である。 



   

 

55 
 

 

（翻訳） 

Start 

↓ 

（製品の）Damage occurred 

↓ 

Operators need spare parts 

↓ 

Material Request 

↓ 

Purchase Request 

↓ 

Purchase Request 

↓ 

Good Receive 

↓ 

Good Issue (Receipt) 

↓ 

Finished 

図 37：BIMA 社調達手順① 

出所：産業レポート「Pelindo III 及び PT BIMA」2020 年度より引用 （LAPORAN MAGANG 

INDUSTRI PADA BAGIAN ADMINISTRASI OPERASIONAL PT BIMA DI KAWASAN Pelindo III 

GROUP 2020） 

 

 

（翻訳）＊特に 2番 

2. 購入申請 

物流部門が、現場が必要とする材

料やスペアパーツに関するデータを

参照、必要なものを確認する段階。

物流部門が在庫確認を実施します。

（在庫が無ければ、新たに注文） 

図 38：BIMA 社調達手順② 

出所：産業レポート「Pelindo III 及び PT BIMA」2020 年度より引用 

 

実際の BIMA社の入札画面については、BIMA社の HPを確認したが、入札ログイン画面の

ようなものは無かったため、担当者に確認する必要があるが、同様の情報が有るものと推

定されるため、いずれにしろペリンドの入札画面に慣れて おくことは有用と思われる。 
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付録 10：事業パートナー候補企業の詳細（非公開項目） 
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付録 11：現地渡航報告書 （第 1 回～第 2 回）（非公開項目） 


